
「学校における働き方改革プラン（R5～R7）」に基づく県教育委員会の取組

【市町村教育委員会に対する支援】
プランの取組内容 令和６年度の取組（実績） 令和７年度の取組（予定）

・学校における働き方改革に資
する好事例の周知

○文部科学省が作成する事例集の活用の呼びかけ及びＷＬＢ
通信を活用した好事例の周知を行った。
○県内小中学校の取組事例集を作成するとともに活用につい
て周知した。

○文部科学省が作成する事例集、当課において作成した県内
小中学校の取組事例集の活用の呼びかけやＷＬＢ通信を活用
した好事例の周知を行う。

・メンタルヘルス等健康相談事
業の充実

○公立学校共済組合におけるメンタルヘルス対策事業を実施
した。
【心とからだの健康相談】
　９事業　延べ３２４人
【産業カウンセラー派遣事業】
　１２回、１１２人
【管理監督者等研修会（メンタルヘルス編）】
　２回、６９人
【復職支援プログラム】
　延べ３１人
【公認心理師等によるメンタルヘルス相談事業】
　延べ６１人

○公立学校共済組合と連携し、面談・電話・ウェブによる相
談事業カウンセラー等の派遣事業を実施する。
【心とからだの健康相談】
【産業カウンセラー派遣事業】
【管理監督者等研修会（メンタルヘルス編）】
【復職支援プログラム】
【公認心理師によるカウンセリング事業】

・保護者や地域住民の理解・協
力の下での取組の推進

○教育広報あおもりけんにおいて、教職員の働き方改革への
理解と協力を呼びかけた。
○保護者向け講演会実施に向け、ＰＴＡ連合会と調整を行っ
た。

○教育広報あおもりけんへの掲載等の機会を捉え、教職員の
働き方改革への理解と協力を呼びかける。
○学校における働き方改革について、保護者向けの講演会を
実施する。

・専門スタッフの活用
（スクールカウンセラー）

○県内全ての公立小中学校に配置した（市町村独自配置を含
む。）。
○同一市町村で同一スクールカウンセラーが配置されている
学校間での配置日時（時間）の交換等を促進し、スクールカ
ウンセラーを効率的・効果的に活用した。

○県内全ての公立小中学校に配置する（市町村独自配置を含
む。）。
○同一市町村で同一スクールカウンセラーが配置されている
学校間での配置日時（時間）の交換等を促進し、スクールカ
ウンセラーを効率的・効果的に活用する。

（スクールソーシャルワー
カー）

○全ての公立中学校区に対応した（中核市を除く。）。
○教育委員会の要請に応じて速やかに派遣した。

○全ての公立中学校区に対応する（中核市を除く。）。
○教育委員会の要請に応じて速やかに派遣する。

（部活動指導員／運動部） ○１６市町村に対し８３名分を補助し、市町村の働き方改革
を支援するとともに、部活動指導員の配置に係る効果につい
て検証をした。
○部活動指導員が休日の地域クラブ活動の指導も担うこと
で、指導の一貫性が保たれることなど、休日の地域移行へ向
け、部活動指導員の効果的な配置について市町村教育委員会
へ情報提供した。

○市町村立中学校について、１７市町村に１０９名分を補助
する。
○休日の部活動の地域移行に向けた体制整備と連携した配置
を検討していく。

（部活動指導員／文化部） ○配置を希望した青森市２名、弘前市４名、八戸市１名、十
和田市２名、外ヶ浜町３名の計１２名の文化部指導員を配置
し、負担軽減を図った。

○配置を希望する市町村立中学校に文化部活動指導員を配置
し、負担軽減を図る。

（スクール・サポート・スタッ
フ）

○令和６年度は小学校２４８校のうち１９８校、中学校１４
５校のうち９９校、高等学校２６校のうち２６校、特別支援
学校２０校のうち２０校（特別支援学校は肢体不自由特別支
援学校３校に各校１名増員）に配置した。
配置日数が週に１日から３日程度の学校では、複数校の兼務
としたことにより、教員の負担軽減に効果が得られたが、人
材確保に課題が生じた。
○スクール・サポート・スタッフ配置校における課題や業務
の依頼方法等を取りまとめた事例集を全ての公立学校に配布
し、情報提供を行った。

○全ての公立小・中学校において、兼務することなく通年で
一人の任用が可能となるよう配置時間数を一部拡充する。
○全ての県立学校へ配置を拡充する。
○スクール・サポート・スタッフ配置校における課題や業務
の依頼方法等を取りまとめた事例集について、配置校からの
意見等を踏まえ内容の更新を行い、引き続き情報提供を行
う。

（スクールロイヤー） ○定期相談会を各地区で合計６回実施するとともに、スクー
ルロイヤーを随時学校へ派遣し、延べ３３件の法務相談を実
施した。
○外部対応に係る教職員の研修会を１２回実施した。
○法務相談の活用事例を周知した。

○年３回の定期相談会や学校への派遣等により法務相談を実
施する。
○教職員を対象とした外部対応等に係る研修会を実施する。
○法務相談の活用事例を周知する。

・中学校における休日の部活動
の地域移行に関する支援
（運動部）

○市町村担当者を対象とした協議会を開催し、国の動向や他
県の先進事例、本県における取組等について情報提供し、近
隣市町村の現状、課題や対応策について情報共有を図った。
また、５月から人材バンクを運用し、令和７年３月末時点で
１００名の登録となっている。

○各市町村の地域移行に向けた取組を推進するため、市町村
担当者を対象とした協議会で情報共有を図るとともに、人材
バンクの運用により、地域クラブが必要とする指導者の確保
に取り組む。また、総括コーディネーターによる課題解決方
法への助言等、国の事業を活用して市町村の取組を支援して
いく。

（文化部） ○地域クラブ活動推進に関する市町村担当者協議会におい
て、各市町村における取組状況や課題等について情報共有を
図った。

○地域クラブ活動推進に関する市町村担当者協議会におい
て、各市町村における取組状況や課題等について情報共有を
図る。

別紙３②
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プランの取組内容 令和６年度の取組（実績） 令和７年度の取組（予定）

・「部活動の指針」の徹底の働
きかけ
（運動部）

○「部活動の在り方に関する研修会」を開催し、管理職及び
部活動の指導者等に対し、学校全体としての適切な指導、運
営及び管理に係る体制の構築を図ることができるよう「学校
部活動及び新たな地域クラブ活動の指針」の内容について周
知・浸透を図った。

○「部活動の在り方に関する研修会」を開催し、管理職及び
部活動の指導者等に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動
の指針」を周知することで、学校全体としての適切な指導、
運営及び管理に係る体制の構築を図る。

（文化部） 〇「部活動の在り方に関する研修会」を開催し、管理職及び
部活動の指導者等に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動
の指針」を周知することで、学校全体としての適切な指導、
運営及び管理に係る体制の構築を図った。

〇「部活動の在り方に関する研修会」を開催し、管理職及び
部活動の指導者等に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動
の指針」を周知することで、学校全体としての適切な指導、
運営及び管理に係る体制の構築を図る。

・統合型校務支援システムの導
入に係る情報提供

○次世代の校務デジタル化推進について情報提供を行うとと
もに、県域での統合型校務支援システムの統一に向けたシス
テムベンダーの選定に至った。

○校務支援システムベンダー等の協力を得ながら、統合型校
務支援システムの共同調達・共同運用に向けて情報提供をす
るなど、次世代の校務デジタル化推進に向けた協議の場を設
定する。

・ｗｅｂ授業動画、デジタル教
材、学習教材コンテンツ等の紹
介

○総合学校教育センターのＨＰ等を活用し、ｗｅｂ授業動
画、学習指導案等の実践事例や学習教材コンテンツを学校間
で共有できるようにした。

○総合学校教育センターのＨＰ等を活用し、ｗｅｂ授業動
画、学習指導案等の実践事例や学習教材コンテンツを学校間
で共有できるようにする。

・調査の精選や様式・報告書の
簡素化

○エクセル形式及び回答フォームを活用し、調査方法の工夫
を図った。
○事業等に係る事務手続や報告・回答等で、簡略化できるも
のがあるか検討した。
○調査項目の見直しや精選、調査の廃止を検討した。

○エクセル形式及びフォームを活用し、調査方法の工夫を図
る。
○事業等に係る事務手続や報告・回答等で、簡略化できるも
のがあるか検討する。
○調査項目の見直しや精選、調査の廃止を検討する。
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